
 

 

 

 

 

 

島 根 県 の 概 況 

（令和７年度） 

 

１．人口 

 ⑴ 島根県の人口は、昭和30年の92万９千人をピークとして、その後は一時的に増加する時期はあったも

のの減少傾向が続いており、令和７年10月１日現在、633,105人と、この一年で8,291人減少した。 

内訳は、自然動態7,198人減、社会動態1,093人減であった。 

年少人口及び生産年齢人口の減少により、少子高齢化が進行している。 

（なお、令和７年10月１日現在の国勢調査では、島根県の人口は628,887人であった。） 

 ⑵ 合計特殊出生率は、1.43から1.41に低下したが、全国の1.14と比べて高い水準を維持し、全国順位は

５位であった。 

 

 
   （資料出所） 「１」 島根県統計調査課、総務省「２」 厚生労働省 

 

 

調査対象期間等

島根県人口 641,396 人 633,105 人 ▲ 8,291 人 628,887 人

〔内訳〕年少人口(0～14歳) 75,068 人 72,721 人 ▲ 2,347 人 71,738 人

　　　うち、0～4歳 21,018 人 19,920 人 ▲ 1,098 人 19,291 人

生産年齢人口(15～64歳) 340,466 人 336,397 人 ▲ 4,069 人 334,222 人

  　＜参考＞ 19～74歳 411,639 人 403,613 人 ▲ 8,026 人 400,668 人

老年人口(65歳以上) 225,862 人 223,987 人 ▲ 1,875 人 222,927 人

　　　うち、75歳以上 131,164 人 133,300 人 2,136 人 132,715 人

（自然動態）

　①出生 3,761 人 3,438 人 ▲ 323 人

　②死亡 10,490 人 10,636 人 146 人

　③増減（①－②） ▲ 6,729 人 ▲ 7,198 人 ▲ 469 人

（社会動態）

　①転入 12,758 人 12,553 人 ▲ 205 人

　②転出 13,868 人 13,646 人 ▲ 222 人

　③増減（①－②） ▲ 1,110 人 ▲ 1,093 人 17 人

　　　うち、日本人 ▲ 1,931 人 ▲ 1,999 人 ▲ 68 人

　　　うち、外国人 821 人 906 人 85 人

2 合計特殊出生率 1.43 1.41 ▲ 0.02 1/1～12/31
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２．経済状況 

島根県の経済は、一部では弱い動きがあるものの、全体としては持ち直しの動きがみられる。個別の状

況は次のとおり。 

⑴ 生産活動：鉱工業生産指数は前年度から1.4ポイント上昇した。 

⑵ 雇用情勢：有効求人倍率は前年度から0.05ポイント低下したものの、13年連続で１倍を超えた。また、

常用雇用指数は前年度から1.4ポイント上昇した。 

⑶ 個人消費：百貨店・スーパー販売額、家電大型専門店販売額、ドラッグストア販売額、コンビニエンス

ストア販売額は前年度から増加したものの、ホームセンター販売額、乗用車新車登録台数は減少した。 

⑷ 投資動向：新設住宅着工戸数は前年度から増加したものの、建築着工床面積（非居住用）、公共工事請

負金額は減少した。 

⑸ 企業倒産：企業倒産件数、負債総額ともに前年度から減少した。 

⑹ 物価：消費者物価指数は前年度から2.4ポイント上昇した。 

 

(注) 数値は、「島根県の経済動向」で用いる経済指標の数値を年度で再整理したものである。 

(資料出所)「１」「３」「10」島根県統計調査課、「２」厚生労働省島根労働局、「４」経済産業省中国経済産業局、      

「５」国土交通省中国運輸局、「６」国土交通省、「７」西日本建設業保証㈱、「８」㈱東京商工リサーチ、 

「９」日本銀行 

調査対象
期間等

1 鉱工業生産指数（R2基準 原指数） 97.0 98.4 1.4 ポイント

有効求人倍率 1.42 倍 1.37 倍 ▲ 0.05 ポイント

新規求人数 6,009 人 5,702 人 ▲ 307 人

3 常用雇用指数（R2基準） 104.2 105.6 1.4 ポイント

商業６業態販売額 1,996.9 億円 2,038.3 億円 41.4 億円

百貨店・スーパー販売額 573.6 億円 595.6 億円 22.0 億円

ホームセンター販売額 217.8 億円 214.5 億円 ▲ 3.3 億円

家電大型専門店販売額 176.5 億円 177.8 億円 1.3 億円

ドラッグストア販売額 471.5 億円 484.6 億円 13.1 億円

コンビニエンスストア販売額 557.5 億円 565.8 億円 8.3 億円

5 乗用車新車登録台数 27,010 台 26,037 台 ▲ 973 台

新設住宅着工戸数 2,777 戸 2,851 戸 74 戸

建築着工床面積（非居住用） 174,500 ㎡ 103,762 ㎡ ▲ 70,738 ㎡

公共工事請負金額 1502.9 億円 1341.1 億円 ▲ 161.8 億円

公共工事請負金額
（県）

557.1 億円 506.5 億円 ▲ 50.6 億円

公共工事請負金額
（県以外）

945.8 億円 834.6 億円 ▲ 111.2 億円

倒産件数 49 件 37 件 ▲ 12 件

負債総額 53.5 億円 40.2 億円 ▲ 13.3 億円

銀行預金残高 3.0 兆円 3.1 兆円 0.1 兆円

銀行貸出金残高 1.5 兆円 1.6 兆円 0.1 兆円

10 108.5 110.9 2.4 ポイント
4月～3月の

平均

3/31現在

消費者物価指数(R2基準)
（松江市：生鮮食品を除く総合）

4

4/1～3/31
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7

8

企業倒産
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